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1 。 はじめに 

近年、 環境汚染や地球温暖化現象等が 問題となり、 個人や企業の 意識が変化し、 環境ビジネスに 大き 

な注目が集まっている。 しかし地球温暖化対策に 有効であ るはずの再生可能エネルギ 一の多くは ェ ネル 

ギ一 密度が低く、 利用にあ たり大容量化技術や 経済性面で問題があ る。 その結果、 施設導入コストと 投下 

資金回収のバランスが 成立しないことに 起因して普及拡大には 繋がらないことが 起こる。 事実、 日本にお 

ける太陽光発電の 導入実績 け 電源構成の 0 。 5% 以下であ る。 本稿では日本の 太陽光発電の 普及過程から 

技術イノベーションの 効率性と有効性を 分析し、 今後の政策について 提案する。 

起 
源構成をみると 19 ㏄年から㈹ 99 年まで火力発電の 伸長率が一番高く 、 次いで原子力。 水 

力の順になっている。 20 ㈹年に向け火力発電は 少し傾斜がゆるくなるが 依然として増加傾向にあ る " 原 

手力 は 更なる伸長を 示している。 太陽光発電に 関しては、 20 ㈹ 年 導入 対し 20 ㏄年度 未で 

W と近年急速の 導入が進んできたが。 目標に対し 23%0 の達成率で う た まえ た況 の 中 、 住宅 

用システムが 牽引役となって 2004 年導入実績 73% 82 ㎝蛾から、 910 ㈹ 年 導入目標であ る 餌 % 3900 
，まで伸長させることが 課題となっている。 

  分 

寸土 

革新性の連続は 5 つの採用者カテゴリ 一に分けられる。 すなむち革新的採用者、 初朝少数採用者、 里 ， 

期 多数採用者、 後期多数 採 捕者及び 遅滞者であ る ( ロジ ヤース、 1 

スプロセスと 経済的価 
ビジネスにおいて、 イノベーションの 普及が成功要因であ る場合があ る。 そのためには 技術 イ / ベ一 

ションの可用性を 高め、 それを利用する 可能性を持つ 多くの人々に 利用してもらうこと、 供給する側の 

ビジネス成立のために 参入プレーヤ 一の経済的価値創造が 必要となる。 太陽光発電を 通じて生み出され 

る経済的価値 け 、 WTp2 から発電の機会費用を 引いた残りと 考えることができる。 この考えにもとづけば、 

mTP2 列 ll 上でほ参入プレーヤ 一であ る個人住宅のオーナー 3 、 ハウスメーカ や ディーラー、 機器製作メ 

ーカ各々が競争戦略により 経済的価値を 獲得できる構造であ ればよい。 w 暉 より川下では 電力需要家が 電 

力会社を通じて 経済的価値を 便益として得られる 構造であ ればよい。 
次に、 太陽光発電ビジネスは 分業構造を持つビジネスシステムであ る。 ビジネスシステムの 優劣は客 

観 的には利益や 付加価値で評価するが。 利益や付加価値は 様々な要因の 複合的結果であ るため、 効率性。 

有効性、 模倣の困難性、 持続可能性、 発展の可能性で 評価することが 提唱されている ( 加護 野 2004) 。 
本稿ではこのうち 効率性と有効性について 分析する。 

1) 効率， 性 

効率とは一般にインプットとアウトプットへの 変換率として 定義される。 効率の基準は 一定の資源の 

使用から最大の 効果を生む選択肢の 選択にあ る (Simon1947L 。 太陽光発電システムは 太陽電池モジュー 

ルと 系統連携装置から 構成される技術システムであ る。 太陽電池 モジ コールは太陽輻射光のエネルギー 

を 半導体により 電気出力に変換するが、 半導体の材料制約と 固体性能の制約を 受ける。 ローゼンバーバ   
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太陽光発電は 発電電力を自家消費する 傍ら余剰電力を 売電することから 個人事業とみなす。 
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の 技術不均衡論 (Rosenberg 。 1976) に基づけば、 技術システムの 性能向上け相互関係にあ る部品の性能 

が 向上している 必要があ り、 そこでは技術自体の 内的な論 が 技術革新を規定すると 考えられる " 本 

究 では発電性能を 向上させる技術に 焦点を当て、 太陽電池モジュールの 効率と材料適合について、 論文 

発行 数 。 特許出願件数、 生産量の時系列推移で 以 って技術イノベーションを 追跡する。 また、 既存研究で 

は 技術の進化過程に 関して、 収益の低下などの 段階をへて性能アップする 然 軌道⑱ elson,  王 977  ) が 文 

献で報告されているが、 異なる環境下にあ る太陽電池の 技術黍道を分析す 
2) 有効性 

事業システムの 評価基準の中で 最も大切なのが 客 にとっての価値であ る㎝ ロ 、 200%  。 一方では、 

事業に参加するすべての 参加者に誘因を 貢献以上に与えないと 組織は存続し 続けることは 

田 ㈹ 98) 。 そこで、 傭人事業としての 太陽光発電の 経済性や設置動機要因をアンケート 結 
する。 次に。 二 要因理論 ( ハ一ズバ一 グ 、 2003) により将来の 促進要因を検討する。 二妻 

ば 、 責任や達成といった 動機付け 要 が 満足感となり 貢献をすることにっながるが、 金銭 
イブ などの衛生要因は 課業とは関係 いことから満足要因とならない。 しかながら。 衛生 

要因とならない 程度にする必要があ る。 本 個人事業としての 太陽光発電事業における 考察を述べ 
る " 尚 。 アンケート回答の 分析には数値化 類を モデルとしたコレスポンデンス 分析を用いる。 

太陽電池の村 料 に関するモジュールの 論文発行。 特許出願 4 。 生産量の推移を 互に示す。 特許由 

量産に入る前から 既に相当数出願されており、 市場の ブ イードバックが 少ない で 技術 イ / ベーシ 

が行われた。 生産量が低くても 特許が多く出願されたのは サ ン ヤ イン計画による 先導的開発があ った 

からであ る " 個別には①単結晶シリコン 系は高効率であ るが 高 痩 原料を使用するため 高価となり。 隻 

度量は比較的少ない。 ②多結晶シリコンで は 生産量の増加に 伴い特許は継続して 出 された。 低 品位と 

い う ギヤ ップ の存在が イ / ベ 一 ション活動を 高め、 生産量のフィードバックを 受け ロセス イ / ベーシ 

ョン が発生した。 ソーラグレードシリコンの 性能をカバーする 設計 や 、 安定化を高める 製法が開発され 
るからであ る。 ③アモルファスシリコン 系 は 発展途上にあ る技術が対抗する 技術に性能上劣位にあ っ 

たとしても、 将来の材料不足の 懸念がより くの技術イノベーションを 発生させた。 

次に技術イノベーションの 軌道を図 に 示す。 1970 年代から サ ンシャイン計画による 基礎技術開発が 

進められ、 19 ㏄年代に単結晶シリコン 。 多結晶シリコン 系 、 アモルファスシリコン 系が初期市場に 投 

入された " それ以降も㈹ 年代、 2 ㏄年代と引き 続き改良開発が 進められている。 ㈹㏄年代にはバルク 

系で 。 単結晶シリコンに モルフア ス シリコンを接合し、 両者の特性を 補完し含 う 技術イノベーション 

が 発生した。 穏 00 年代には薄膜系で、 材料の省 源 化対応と高効率化が 一挙に進められた。 アモルファ 

ス シリコンで得た 製造に関する 知識水準が高ま と、 同じ作製プロセスが 利用できる 微 結晶シリコン と 

造化して。 両者の特性を 補完する技術イノベーションが 発生した。     

  

              

  
  

  

    

    

  

出所 : 生産量データのみ N 肘 no 

4 論文データベースは． lST TDreanL 、 特許デ - タベ - スは 忠 I CYBERPATENT を使用。 キーワード検索による。 

 
 

一 58 一 



技術イノベーションの 軌道 

参照 ) 

出所 : 日本セラミックス 協会。           太陽光発露導入ガイド プノク 、 2000 、 PV メーカーカタログ 

住宅用太陽光発電システムの 導入動機、 妥当価格、 将来の推進要因に 関するアンケート 回答 5 をもと 
に 経済性との相関分析やコレスポン ヂ ンス分析により 以下のことが 分かった。 ①個人住宅オーナ 一の 4 

割は経済的収益バランス 6 を度覚視しても 太陽光発電を 導入する ( 表 2 参照 ) 。 人間性の二重性格が 個人 
住宅を通して 自然環境に対する 責任感 や エネルギー製造の 達成感となって 表れ、 満足要因が増加し 設置 

コスト増加に 伴 う 収益減少の結果で 知覚される不満足要因が 増加してもそれを 打ち消していると 考え も 

れる。 ②環境やエネルギーコストを 重視する設置者は 必ずしも購入 の 低下を動機要因としないが。 

電力会社からの 余剰電力購入を 強い動機要因とする ( 図 3 参照 ) 。 電力買取り制度は 二要因理論に 
おける不満足要因であ るのでこれ以上悪化きせないことが 重要であ る。 ③太陽光発電余剰電力買取り 制 

度の法制化や 税制上の優遇は 今後の強い導入促進要因となる ( 図 4  参照 ) 。 このことは税制化により 個 
人に義務を果す 傍ら、 個人がその責任達成感を 知覚することによって 促進要因となり ぅ ることを示唆し 
ている。 ④一般のマーケッティン グ で重要視きれるメーカの 広告は強い動機要因となっていない。 今後 
の 広報活動はもっと 環境意識を高める 内容を盛り込んだ 方が良いことを 示唆している。 

5  ( 財 ) 新エネルギー 財団発行、 住宅用太陽光発電システムアンケート 調査解析報告書 (2004) 
  筆者の試算で 経済的収益バランス 点を 40 万円 /k 甲 とした。 
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表 2 経済性要因とその 他の動機要因 
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図 

の 開発プロセスでは、 材料の入手 困 性 がきっかけとなって 代替性技術黍道を 伴 うイ / ベ一 

生したこと、 技術不均衡があ ったとしても。 技術イノベーションにより 不均 
術 システムの性能が 向上し、 太陽エネルギーをより 効率的に電力に 変換でき 

きたこと、 サンシヤイン 計画の先導的開発により コ に 陥ることなく。 

んだことが確認できた " しかしながら、 本稿でほ 詳 ていないが、 4 色 7 丁 

存の エネルギーシステムとの 対比において 相対的に高コストで り 、 直近 (D20 ㈹ 年 目標の達成、 

環境。 エネルギー 聞 に 取り組む上で 更なる低コスト 化が必要であ る。 

太陽光発電の 普及段階はまだ 革新的採用者から 初期少数採用者に 移行したフェーズにあ ると筆者は考 

えている " 今後前期多数採用者へ 行 するには満足要因の 強化と不満足要因の 悪化を防止することが 肝 
要 となる。 このためには 個人の環 意識に働きかける 広報活動、 余剰電力の買取り 調度化が不可欠とな 

ると考えられる。 並行して 法 、 環境税化等の 制度面の見なおしが 必要であ る。 技術面では。 太陽光 

発電の導入量が 増加し自然 に 左右される不安定出力が 増加してもそれらを 電力系統で受け 止める系 
統連携の技術開発が 求められる。 
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